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資料３

日本学術振興会特別研究員（PD）の科研費応募に関する

重複制限の緩和について

１．現状

現在、日本学術振興会の特別研究員には、採用時の申請書に記載された研究計画に専

念する義務があるため、「特別研究員奨励費」以外の科研費への応募は認めていない。

一方で、平成 23 年度から、ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む。以下同様）については、
採用期間中に特別研究員としての研究課題が更に進展すると考えられる研究を実施する

場合などで、次の事項を満たす場合に限り、科研費以外の外部資金等を研究費として受

給することを可能にしている。

①特別研究員奨励費の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと（特別研究員として

の活動時間のうち、特別研究員奨励費の研究課題に係る研究活動時間が、年間を通

じて概ね６割を下回らないこと）

② 受給する他の研究費が特別研究員奨励費の研究課題と同一でないこと。

③ 研究費を助成する機関が特別研究員による受給を認めていること。

２．「特別研究員制度の改善の方向について」における指摘

平成 25 年 3 月に日本学術振興会が取りまとめた「特別研究員制度の改善の方向性に
ついて」（別添）においては、「ＰＤを自立した研究者へ育成するためには、科研費の

他の種目への応募とその受給を認め、当初計画に関連する想定外の研究着手を可能にし、

研究活動の幅を広げることで、更なる研究の発展も期待できる。」との指摘がなされて

いる。

３．対応案

上記のことを踏まえ、平成 26 年度から、ＰＤには、「特別研究員奨励費」以外の科研
費への研究代表者としての応募を可能とする。その具体的な内容は以下のとおりとする。

(1)応募資格の付与

日本学術振興会は、ＰＤが他の科研費に応募できるよう、受入研究機関に対して、

受け入れたＰＤに当該研究機関の科研費応募資格の付与を依頼する。なお、来年 2 月
から募集を予定している平成 27 年度採用分のＰＤからは、受入研究機関に対して、
科研費応募資格の付与を義務付ける。

これにより、現在の特別研究員の「身分」の取扱いを以下のとおり改める。
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○「採用後の手引き」（関連部分改正案）

２．特別研究員の身分

(1) 特別研究員は、その採用期間中、下記の事項を除き、原則として

特別研究員以外の身分を持つことができません。

①特別研究員－ＤＣが受入研究機関において大学院生の身分を持つ

こと

②受入研究機関の研究施設を利用するなどの理由で形式的（報酬を得ること

なく、研究課題遂行に必要であり、研究専念義務を妨げない）な身分を得

ること

③特別研究員－ＰＤ（ＳＰＤ、ＲＰＤを含む）が受入研究機関において特別

研究員奨励費以外の科学研究費助成事業に応募するための身分（応募資格）

を持つこと

(2) 特別研究員と本会との間に雇用関係はありません。

(2)重複応募を可能にする研究種目

ＰＤには、「特別研究員奨励費」以外に次の研究種目への応募を可能とするが、こ

れら研究種目間の重複制限については、他の応募者と同様とする。

ＰＤの年齢や研究者としての経歴に着目した場合、ほとんどの者が若手研究（Ａ・

Ｂ）に応募すると考えられるが、平成 26 年度採用予定の特別研究員からは、申請資
格の年齢要件が廃止されることから、若手研究（Ａ・Ｂ）に加え、それと同程度の研

究費規模の研究種目・区分への応募を可能とする。

・若手研究（Ａ・Ｂ）

・基盤研究（Ｂ・Ｃ）

・新学術領域研究（研究領域提案型）の公募研究

・挑戦的萌芽研究

(3)「特別研究員奨励費」との重複受給について

ＰＤには、「特別研究員奨励費」により行う当初計画に関連する想定外の別の研究

も行えるようにするため、「特別研究員奨励費」に加えて、上記(2)の研究種目によ
る研究を行えることとする。

また、現在「特別研究費奨励費」以外の科研費を受給している者が、ＰＤに採用さ

れた場合には、当該科研費を一律辞退しなければならないが、今回の取扱いの変更に

伴い、一律に辞退を求めることはしない。

(4)審査での対応

ＰＤには、「特別研究員奨励費」を受給した上で、他の科研費も受給できるように

することから、応募者には次の２つの事項について研究計画調書への記載を求め、審

査において確認することとする。

①特別研究員奨励費の研究課題の研究遂行に支障が生じないこと（特別研究員とし

ての活動時間のうち、特別研究員奨励費の研究課題に係る研究活動時間が、年間

を通じて概ね６割を下回らないこと）

②受給する他の研究費が特別研究員奨励費の研究課題と同一でないこと。



別 紙

日本学術振興会 特別研究員の区分（平成25年度）

平成 24年度
区 分 申請資格 採用期間 研究奨励金 特別研究員奨励費

（月額） 平均配分額

・34歳未満の者※２
・大学院博士課程在籍者 ＤＣ１ ３年 200,000円 734千円

特別研究員（ＤＣ） ・博士課程後期第１年次に在籍する者等（ＤＣ１） ＤＣ２ ２年
・博士課程後期第２年次以上に在籍する者等（ＤＣ２）

・大学院博士課程修了者等※１
・34歳未満の者※２

特別研究員（ＰＤ） ・博士の学位取得後５年未満の者 ３年 362,000円 898千円
・大学院博士課程在学当時以外の研究室を研究に従事する
研究室とする者

・大学院博士課程修了者等※１
・過去５年以内に、出産又は子の養育のため、概ね３ヶ月

特別研究員（ＲＰＤ） 以上研究を中断した者 ３年 362,000円 927千円
・年齢・性別は問わない

・ＰＤ申請者のうち、特に優れた者
特別研究員（ＳＰＤ）・大学院博士課程在学当時以外の研究機関を研究従事機関 ３年 446,000円 2,485千円

とする者

※１ 博士の学位を取得していない者は、月額 200,000円。
※２ 医学、歯学、薬学（ＤＣ１のみ）又は獣医学を履修する我が国の４年制の博士課程に在学・修了者は特例有。上限 37歳未満。

注． 平成26年度からは、申請資格の年齢要件が廃止され、それに伴い満期退学者（我が国の人文学又は社会科学の分野の大学院博
士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得のうえ退学した者）について、満期退学後３年未満とされている。
なお、満期退学後に学位取得した者については、学位取得後５年未満であれば、満期退学後３年以上経過していても申請する

ことは可能。
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（参考） 

科研費における重複制限について 

（平成２５年度科学研究費助成事業―科研費公募要領より抜粋） 

 

 

重複制限の設定に当たっての基本的な考え方 

 

科研費においては、研究の規模、内容等を踏まえた「研究種目」や「審査区分」を

設けており、様々な研究形態に応じた研究計画の応募を可能としています。 
一方、限られた財源で多くの優れた研究者を支援する必要があること、応募件数の

増加により適正な審査の運営に支障を来すおそれがあること、等を考慮し、次のよう

な基本的考え方に基づく「重複制限ルール」を設定しています。 
 
○ 限られた財源でできるだけ多くの優れた研究者を支援できるよう考慮する。 
○ 各研究種目の審査体制を踏まえ、応募件数が著しく増えないよう考慮する。 
○ 制限の設定に当たっては、主として、研究計画の遂行に関してすべての責任を

持つ研究代表者を対象とするが、研究種目の額が大きいなど一部のケースでは研

究分担者も対象とする。 
○ 以上を踏まえ、科研費の「研究種目」の目的・性格等を勘案し、個々に応募制

限又は受給制限を使い分けて重複制限を設定する。 


